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想定するＥＳＣＯ事業 

 

  対話内容（ＥＳＣＯ事業導入の可否，概算事業費等）を検討するための前提条件

は次のとおりです。 

 

１ 契約方式 

  ギャランティード・セイビングス（自己資金型）契約 

 

２ 契約期間 

  １０年～１５年を想定 

  （全ての施設の全ての照明について改修ができるように考えた場合の必要期間） 

 

３ 事業費 

  初期投資費（改修費）及び契約期間内のＥＳＣＯサービス料は，「照明設備台帳」

（別添資料３），「電気料金・使用量一覧」（別添資料４），「照明設備の維持管理費実

績一覧」（別添資料５）等の別添資料を基に試算してください。 

 

４ 事業内容 

  自ら行った提案を基に，ＥＳＣＯ事業によるＬＥＤ化への改修，改修した照明設

備の維持管理，省エネルギー量の計測・検証等を実施するものとします。 

 

５ 改修する施設・設備 

(1) 市民センター及び学校教育施設の照明設備（既にＬＥＤ化されているものは除

く） 

(2) 現状で蛍光管等が入っていない照明設備分も改修の対象とします。 

(3) ＥＳＣＯ事業で改修した照明設備の所有権は，検査後の引き渡し以降，本市に

帰属するものとします。 

 

６ 改修内容 

(1) 照明設備一式の更新を原則とします（蛍光管等のみの交換は原則不可）。 

(2) 市民センターの照明については，既設照明設備と同程度の照度は確保できるＬ

ＥＤ照明へ改修することを基本とし，学校施設の照明については，学校環境衛生

マニュアル（平成３０年度改訂版）に適合する製品を使用してください。なお，

実際に施工した際には，改修前後の照度を比較できるものや，基準の照度に適合

していることが確認できる書類を提出してください。 

(3) 学校の体育館アリーナ等の高所にある照明設備の交換は，移動式足場や自走式

高所作業車（屋内用）を用いる方法がありますが，床面に影響がないような方法

であれば方法についての指定はありません。 
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(4) 学校の体育館アリーナ等の高所にある照明設備で，オートリフト機能があるも

のについては，オートリフト機能をそのまま生かして改修する方法と，当該機能

を除いて改修する方法がありますが，改修費及び維持管理費を合わせて考慮し，

トータルコストが安価になる方法で提案してください。 

(5) 照明設備が取り付けられている部分（壁面，柱など）が損傷しており，改修に

支障が生じるおそれがある場合は，改修前に本市の施設所管課において修繕を行

う予定です。優先交渉権者決定後の詳細現地調査の段階で予め状態を把握し，修

繕の必要性について判断します。 

(6) 改修後の照明設備は，設置日，仕様，故障時の連絡先等を掲載したシール等を

貼り付けてください。 

(7) ＰＣＢ含有廃棄物等関係法令を遵守してください。 

(8) 水銀を使用した灯具を廃棄する際には，廃棄物処理法等の関係法令を遵守して

ください。 

 

７ 改修可能日程の調整 

照明を改修しようとする施設は，多くの市民等が利用する施設であるため，改修

に当たっては，市民等の利用に支障ができるだけ生じないような調整を行う必要が

あります。 

各施設における改修が行える日程は，「照明設備改修可能日程一覧（別添資料６）」

の考え方のとおりです。 

なお，実際の改修日程は，優先交渉権者決定後に各施設所管課，施設長等を含め

て調整した上で編成することとなります。 

 

８ 改修後の維持管理 

次に記載する事項を踏まえ，必要な維持管理を事業者の負担により行うこととし

ます。 

(1) 基本事項 

維持管理を適切に行えるよう，照明設備台帳等を整備し，現場の照明設備と照

合できるようにしてください。 

また，維持管理状況については，毎年度，本市に報告することとします。 

 (2) 故障対応 

   故障が発生した場合は，本市から連絡を受けた後速やかに原因の究明を行い，

３営業日以内に修繕を行うものとします。 

   災害や事故等により迅速な対応が必要とされる場合は，本市からの要請後速や

かに現地へ出動し必要な措置を行うものとします。 

(3) 費用負担の範囲 

   次の場合は事業者が費用負担するものとします。 

  ア 照明設備の製品としての不具合による故障又は破損 
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  イ 改修時の施工不良による故障又は破損 

  ウ ＥＳＣＯサービス期間中の故障又は破損 

    照明設備の製品としての不具合による故障，施工不良による故障又は破損の

ほか事業者の責めに帰する事由により故障又は破損した場合は事業者の費用

負担としますが，異常気象による災害や原因者が特定できない故障又は破損し

た場合は別途本市と協議することとします。 

 

９ 地元業者の活用 

ＥＳＣＯ事業における改修，維持管理に当たっては，呉市内の事業者を積極的に

活用し，地域経済への貢献に資するよう配慮してください。 

 

１０ 応募者の要件 

   応募者の資格要件は次のとおりとします。 

(1) ＥＳＣＯ事業を行う能力を有する単独企業又はグループ（複数の企業体）であ

ること。 

なお，グループで応募する場合は，事業役割を担う代表者を１者選定し，当該

代表者が施工役割，維持管理役割等の者をとりまとめ，呉市との連絡窓口となり，

事業の遂行の責を負うものとする。 

(2) 施工役割及び維持管理役割を担う者は，参加表明書提出時点における本市の建

設工事競争入札参加資格者名簿（電気工事）の所在地が市内で登録されている者

であること。 

(3) ＥＳＣＯサービス導入による削減保証額を提案できる者で，提案した削減保証

額に相当するエネルギー削減量が達成できてない場合には保証措置を講じるこ

とができる者であること。 

(4) 過去に国（特殊法人等を含む。），都道府県又は人口２０万人以上（住民基本台

帳による令和５年３月３１日時点の人口）の地方公共団体に対してＥＳＣＯ事業

（前号の保証措置の要件を満たしている契約）の契約実績を有している者である

こと。 

(5) 事業運営，維持管理を迅速に対応ができる者であること。 

 

１１ 応募者の制限 

次に掲げる者は，応募者及びその構成員となることはできません。 

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４及び呉市契約規

則（以下「規則」という。）第３条５項の規定に該当する者 

(2) 本募集要領の配布の日から提案書提出日までの期間に，呉市競争入札指名停止

等措置要領の措置要件に該当する者 

(3) 本募集要領の配布の日から提案書提出日までの期間に，建設業法（昭和２４年

法律第１００号）第２８条第３項若しくは第５項の規定による営業停止の処分を
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受けている者 

(4) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律７７号）第３

条又は第４条の規定に基づき都道府県公安委員会が指定した暴力団等の構成員

を，役員，代理人，支配人その他の使用人又は入札代理人として使用している者 

(5) 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による民事再生手続

開始の申し立てをしている者 

(6) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項又は第２項の規定に

よる更生手続開始の申し立て（同法附則第２条の規定によりなお従前の例による

こととされている更正事件（以下「旧更正事件」という。）に係わる同法による改

正前の会社更生法（昭和２７年法律第１７２号。以下「旧法」という。）第３０条

第１項及び第２項の規定による更正手続開始の申し立てを含む。以下「更正手続

開始の申し立て」という。）をしている者又は申し立てをなされている者。ただし，

同法第４１条第１項の更正手続開始の決定（旧更正事件に係わる旧法に基づく更

生計画認可の決定を含む。）があった場合にあたっては，更正手続開始の申し立て

をしなかった者又は更正手続開始の申し立てをなされなかった者とみなす。 

(7) 応募資格を確認する書類に虚偽の記載をし，又は重要な事実について記載をし

なかった者 

(8) 不正な手段を用いて本事業を誹謗し，又は事業の公正な進行を妨げる者若しく

は妨げた者 

(9) 提案書提出時点において，法人税，法人事業税又は本市の法人市民税を滞納し

ている者 

 

１２ 応募に関する留意事項 

(1) 費用負担 

応募に関する全ての書類の作成及び提出に関する費用は，応募者の負担としま

す。 

(2) 提出書類の取扱い・著作権 

提出書類の著作権は，それぞれの応募者に帰属しますが，提出書類は返却しま

せん。 

また，本市は，応募者に無断で本募集以外の目的で提出書類を使用したり，情

報を漏らしたりすることはありません。 

(3) 特許権 

提案内容に含まれる特許権，実用新案権，意匠権，商標権等の日本国及び日本

国以外の国の法令に基づき保護される第三者の権利の対象となっている意匠，デ

ザイン，設計，施工方法，工事材料，維持管理方法等を使用した結果生じた責任

は，応募者が負うこととします。 

(4) 本市からの提出書類の取扱い 

本市が提供する資料は，応募に係る検討以外の目的で使用してはなりません。 
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(5) 応募者の複数提案の禁止 

応募者の提案は１件を上限とします。 

(6) 複数の応募者の構成員等となることの禁止 

応募者の構成員は，他の応募者の構成員となることはできません。 

(7) 構成員の変更の禁止 

応募者の構成員の変更は認めません。ただし，やむを得ない事情が生じた場合

は，本市と協議を行い，本市がこれを認めたときはこの限りではありません。 

(8) 提出書類の変更禁止 

提出した書類の変更はできません。ただし，提出書類に脱漏又は不明確な表示

等があり，かつ，本市が認めたときはこの限りではありません。なお，提出書類

について後日参考資料を求めることがあります。 

(9) 虚偽の記載の禁止 

参加表明書又は提案書に虚偽又は重要な事項を記載しなかった場合は，参加表

明書又は提案書を無効とします。 

 

１３ 事業者選定の流れ 

(1) 応募者の条件 

本提案募集への応募者は「１０ 応募の要件」で定める資格要件を満たす者と

します。 

(2) 応募者資格要件の確認及び提案要請 

参加表明した者の資格要件を確認し，条件を満たした応募者に対し，提案書の

提出を電子メール及び文書で要請します。 

(3) 最優秀提案及び優秀提案の選定 

本市が設置するプロポーザル選定委員会において，提案内容を審査し最優秀提

案者１者及び優秀提案者１者を選定します。 

(4) 詳細協議及び事業計画書の作成 

最優秀提案をした者は優先交渉権者となり，各施設の現地における詳細調査，

電気料削減等の詳細判断及び契約書を締結するまでの諸条件について本市との

詳細協議を進めるとともに，事業工程を示す事業計画書を作成するものとします。 

現地における詳細調査においては，ＬＥＤ化改修対象照明設備の数を確定させ，

現場調査における具体的な日程調整は優先交渉権者により直接実施してくださ

い。 

(5) 事業者の選定 

優先交渉権者は本市と協議を行い，協議が整えばＥＳＣＯ契約を締結し，契約

事業者となります。優先交渉権者との協議が整わない場合は，優秀提案をした者

と詳細協議を行います。 

なお，ＥＳＣＯ契約までの費用については優先交渉権者の負担とします。 
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１４ スケジュール案 

   次の流れはこの度のサウンディングで全体スケジュールを示してもらうため

のモデルイメージです。このスケジュールを基に提案者が考える現実的なスケジ

ュールを示してください。（今後の予定を定めたものではありません。） 

事業者募集※１ 令和６年 ８月～ ９月 

選定委員会開催・優先交渉権者決定※１ 令和６年１０月 

優先交渉権者による詳細現地調査及び事

業計画書・契約内容等の詳細協議 
令和６年１０月～１２月 

事業費の予算化※２ 令和６年１２月（要議決） 

仮契約 令和７年 １月 

改修内容・日程の調整 令和７年 １月～ ２月 

契約※２ 令和７年 ３月（要議決） 

改修期間 １年～２年間 

改修費分支払 完成検査・照明施設引渡し後 

ＥＳＣＯサービス料支払 各年度ごと 

   ※１：この項目は，示す日程のとおりでスケジュールを組んでください。 

   ※２：事業費の予算化が令和６年１２月の場合は契約が令和７年３月，事業費

の予算化が令和７年３月の場合は，契約が令和７年６月を想定しています。

予算化は仮契約の前に行う必要があり，仮契約の後に契約の議決を得る必

要があります。 

 

１５ その他提案内容に関する事項 

  (1) ベースライン等 

ア ベースラインについては，「電気料金・使用量実績一覧」（別添資料４）に示

す令和４年度の電気料金の単純平均値を基に算定した金額を参考に，応募時ベ

ースラインを設定することを基本としてください。この場合において，電気料

金の削減経費の範囲内に改修経費が抑えられないときは，現状の維持管理費用

（「照明設備の維持管理費実績一覧」（別添資料５））もベースラインに加算で

きることとします。 

  なお，別にベースラインの算出方法がある場合は，併せて算出方法等を含め

て提示してください。 

イ 削減予定額は，計算方法を明示した上，算定した省エネルギー改修後の光熱

水費削減額を「削減予定額」とします。なお，計算に用いるエネルギー単価は，

「電気料金・使用量実績一覧」（別添資料４）に記載する施設区分ごとの令和４

年度の電気料金の単純平均値としてください。 

  なお，計算に用いるエネルギー単価について別の提案がある場合は，併せて

提示してください。 

ウ 削減保証額は，削減予定額の７割以上としてください。 
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 (2) ＥＳＣＯサービス料の支払い 

本市が事業者に支払う各年度の金額は，実現した電気料金削減額に応じ，次の

掲げる額とする。 

ア 実現した電気料金削減額が，削減保証額以上のときは，契約書に規定するＥ

ＳＣＯサービス料（各年度の限度額）とする。 

イ 実現した電気料金削減額が，削減保証額を下回るときは，「削減保証額－実

現した電気料金削減額」を契約書に規定するＥＳＣＯサービス料（各年度の限

度額）から減じた額とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 再委託 

事業者は，ＥＳＣＯ事業の全部又はその主要部分の処理を第三者に委託し，又

は請け負わせてはならないこととします。 

 

 

市の利益

ESCO

ESCO サービス料

サービス料

電気料金

電気料金

ESCO事業実施前 ESCO事業実施後 実現した電気料金削減額が

通常の場合 削減保証額を下回る場合

削減予定額

削減保証額

(B)

(A)

(A)－(B)

ベース

ライン

実現した

削減額


